
目 次

� はじめに

� 韓国商法における新たな企業形態 (以上､ 第��巻第�号)

� 従来の企業形態と近時の商法改正

� 終わりに

� 従来の企業形態と近時の商法改正

従来､ 韓国商法上認められてきた企業形態は､ 匿名組合､ 合名会社､ 合

資会社､ 株式会社および有限会社の�つである｡

�－� 匿名組合

�) 意義

匿名組合とは､ 当事者の一方 (匿名組合員､ 資本提供者) が相手方 (営

業者､ 経営者) の営業のために出資をなし､ 相手方はその営業による利益

を資本提供者に分配することを約する契約である (商��条�)�｡

営業者と個々の匿名組合員は､ 同一の匿名組合契約をそれぞれ匿名組合

員の数だけ締結する｡

(名城 	��) ��－�－�

論 説

近時の韓国商法改正と新たな企業形態(�･完)

長 谷 川 乃 理

� 商法第��条 (意義) 匿名組合は当事者の一方が相手方の営業のために出資し､
相手方がその営業による利益を分配することを定めることによりその効力を生
じる｡

� 鄭世喜・明鎬寅 『韓国会社法』 博英社 (�
�
)､ �頁｡



�) 構成員､ 業務執行をなす者

匿名組合の当事者は営業者および匿名組合員である｡

匿名組合の業務執行を行う営業者は商人でなければならないとされ､ 商

人であればその規模は問わず､ また契約前に商人である必要もない�｡ 匿

名組合員には商人性は要求されない｡ また､ 人数に制限はない｡

匿名組合は､ 資本提供者と有能な経営者が出会うことによる企業形態で

あり､ 原則として資本提供者は背後に存在し､ 対外的にはまったく営業者

単独の企業であるとして存在する (商��条�)�｡ 民法上の組合のように､

第三者たる債権者が資本提供者に弁済を求めることはない｡

�) 出資・利益の分配

匿名組合は､ 匿名組合員から見れば営業者たる商人と締結する財産出資

契約である�｡ 匿名組合員は営業者に対して契約に定める出資をなす義務

を負う｡ 匿名組合員が出資した財産 (金銭その他の財産に限る) は､ 匿名

組合全体の財産ではなく営業者の財産となる (商�	条�)｡

匿名組合契約に特に定めのない限り�､ 匿名組合員は自らの出資額を限

度として当該営業年度の営業上減少した財産額､ すなわち損失を分担する

(商��条	)｡ また､ 匿名組合員は､ 営業者に対して契約に定めるところに

論 説
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� 孫珠� 『商法 (上) 第
�訂版』 博英社 (��
�)､ ���頁｡
� 商法第��条 (匿名組合員の対外関係) 匿名組合員は営業者の行為に関しては
第三者に対して権利または義務を負わない｡

� アン・テクシク ( ) 『会社法講義 ( )』 蛍雪出版社 (���	)､ ��
頁｡

� キム・ドンフン ( ) 『会社法 ( )』 韓国外国語大学校出版部 (
､ ��
�)､ �頁｡

� 商法第�	条 (匿名組合員の出資) 匿名組合員の出資した金銭その他の財産は
営業者の財産とみなす｡

� 損失分担は匿名組合の要素ではないため､ 特約により排除することができる｡
孫・前掲注�､ ���頁｡

	 商法第��条 (利益配当と損失分担)
① 匿名組合員の出資が損失により減少したときにはその損失を填補した後でな
ければ利益配当を請求することができない｡

② 損失が出資額を超えた場合であっても､ 匿名組合員はすでに受けた利益の返
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より��匿名組合の営業による利益の分配を請求することができる｡

�) 業務執行をなす者に対する監視､ 責任追及

匿名組合員は､ 営業者に対して合資会社の有限責任社員と同様の監視権

を有する (商��条による商���条の準用��)｡ 営業者は､ 善管注意義務

(民���条による���条の準用��) を負い､ 営業者が匿名組合と相反して利

益を得ることは許されない��｡

介入権は認めておらず､ 営業者が不当に利益を得た場合には匿名組合員

は不作為および損害賠償を請求することができる��｡

	) 退出権の保障､ 締め出し対策

匿名契約は､ 営業者と匿名組合員の相互間の信頼により成り立つもので

ある｡ よって､ 特約のない限り､ 互いにその地位を他人に譲渡することは

できない�	｡ 匿名組合員が匿名組合から自主的に退出する際には､ 契約の

近時の韓国商法改正と新たな企業形態 (�・完)

(名城 
��) ��－�－�

還または増資をする必要はない｡
③ 前�項の規定は当事者間に他の約定がある場合には適用しない｡

�� 特約がない限り民法の組合に関する規定による｡
民法第���条 (損益分配の比率)

① 当事者が損益分配の比率を定めないときには､ 各組合員の出資価額に比例し
てこれを定める｡

② 利益または損失に対して分配の比率を定めるときにはその比率は利益および
損失に共通するものとみなす｡

�� 商法第���条 (有限責任社員の監視権)
① 有限責任社員は営業年度末において営業時間内に限り会社の会計帳簿・貸借
対照表その他の書類を閲覧でき､ 会社の業務と財産状況を検査することがで
きる｡

② 重要な事由があるときには有限責任社員はいつでも裁判所の許可を得て第�
項の閲覧および検査をすることができる｡

�� 民法第���条 (受任人の善管義務) 受任人は委任の本旨にしたがい善良なる管
理者の注意により委任事務を処理しなければならない｡

�� 営業者の競業避止義務については､ 上に挙げた通説以外に匿名組合契約の趣旨
により判断するほかないという意見､ および営業遂行義務の違反の有無より競
業避止義務の有無を決定しなければならないという説が対立している｡

�� 孫・前掲注�､ ���頁｡
�	 孫・前掲注�､ ���頁｡



解除によらなければならない (商��条��)｡ 契約の解除または終了��によ

り､ 匿名組合員が退出するときは､ 出資額に応じて財産の返還を請求する

ことができる (商��条��)｡

�－� 合名会社および合資会社

�) 意義

合名会社は人的信頼関係のある少数の (�人以上の)��無限責任社員に

よって構成される会社である (商���条�	)｡ これに対し､ 合資会社は無限

責任社員及び有限責任社員により組織される会社である｡

無限責任社員は､ 会社の債務に関して直接・連帯・無限責任を負う者で

あり､ 有限責任社員は､ 債権者に対して直接責任を負う点では無限責任社

員と変わらないが､ その範囲が出資額に限定される｡

�) 構成員､ 業務執行をなす者

合名会社は�人以上の無限責任社員のみ��､ 合資会社は無限責任社員と

有限責任社員で構成される｡ 自然人であれば行為能力の有無等にかかわら

論 説
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�� 商法第��条 (契約の解除)
① 組合契約により組合の存続期間を定めず､ ある当事者の終身まで存続するこ
とを定めるときには各当事者は営業年度末に契約を解除することができる｡
なお､ この解除は�月前までに相手方に予告しなければならない｡

② 組合の存続期間の定めの有無にかかわらず､ やむを得ない事情のあるときに
は各当事者がいつでも契約を解除することができる｡

�� 商法第��条 (契約の終了) 組合契約は次の事由により終了する｡
� 営業の廃止または譲渡
� 営業者の死亡または禁治産
� 営業者または匿名組合員の破産

�� 商法第��条 (契約終了の効果) 組合契約が終了したときには営業者は匿名組
合員にその出資の価額を返還しなければならない｡ ただし出資が損失により減
少したときにはその残額を返還すれば足りる｡

�� 明・鄭前掲注�､ �	��頁｡
�	 商法第���条 (定款の作成) 合名会社の設立には�人以上の社員が共同で定款
を作成しなければならない｡

�� 合名会社の社員が�人になった場合は解散事由となる｡
商法第���条 (解散原因) 会社は次の事由により解散する｡



ず合名会社および合資会社の社員となることができるが��､ 会社が他の会

社となることは許されず (商���条��)､ また､ 破産・禁治産の宣告を受け

た者も社員となることはできない (商���条第�号・第�号��)｡

合名会社では原則としてすべての社員が､ 合資会社においては定款に定

めのない限りすべての無限責任社員が会社を代表し､ 業務執行権限を持つ

(商���条��､ ���条)｡ 合資会社の有限責任社員の業務執行については､

定款自治は認められず､ 明文で業務執行行為及び代表行為を否定されてい

る (商���条�	)｡

業務執行は原則として業務執行社員の過半数による (商�
�条による民

��	条の準用��)｡ 数人の業務執行者が存在する場合に､ その各社員の業務

近時の韓国商法改正と新たな企業形態 (�・完)
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� 存立期間の満了その他定款に定めた事由の発生
� 総社員の同意
� 社員が�人となったとき
� 合併
� 破産
	 裁判所の命令または判決

�� 明・鄭前掲注�､ ����頁｡
�� 商法第���条 (権利能力の制限) 会社は他の会社の無限責任社員となることは
できない｡

�� 商法第���条 (退社原因) 社員は前条の場合のほか､ 次の事由により退社する｡
� 定款に定めた事由の発生
� 総社員の同意
� 死亡
� 禁治産
� 破産
	 除名

�� 商法第���条 (業務執行の権利義務)
① 各社員は定款に他の定めのないかぎり会社の業務を執行する権利及び義務を
有する｡

② 各社員の業務執行に関する行為に対して他の社員の異議がある場合､ ただち
に行為を中止し､ 総社員の過半数の決議によらなければならない｡
商法第���条 (業務執行の権利義務) 無限責任社員は定款に他の定めのない
ときには各自が会社の業務を執行する権利及び義務を有する｡

�	 商法第���条 (有限責任社員の業務執行､ 会社代表の禁止) 有限責任社員は会
社の業務執行または代表行為をすることはできない｡

�� 商法第�
�条 (準用法規) 合名会社の内部関係に関しては定款または本法に他
の規定無きときは組合に関する民法の規定を準用する｡
民法第��	条 (事務執行の方法)



執行行為に関して他の業務執行社員の異議があったときには即時に当該行

為を中止し､ 業務執行社員の過半数によらなければならない (商���条��)｡

�) 出資・利益の分配

合名会社および合資会社の社員は､ 社員として会社事業の遂行のため､

会社に対して出資をしなければならない｡

合名会社の社員および合資会社の無限責任社員については､ 出資の目的

は財産・信用および労務のいずれであってもかまわない｡ 有限責任社員の

出資は金銭その他の財産に限定される (商���条��)｡ 各社員の出資の目的

等は定款の絶対的記載事項である (商���条��､ 商���条��)｡ 出資は分割

論 説
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① 組合契約により業務執行者を定めない場合には組合員の�分の�以上の賛成
によりこれを選任する｡

② 組合の業務執行は組合員の過半数により決定する｡ 業務執行者が数人である
ときにはその過半数をもって決定する｡

③ 組合の通常事務は前項の規定にかかわらず各組合員または各業務執行者が専
行することができる｡ ただし､ その事務の完了前に他の組合員または他の業
務執行者の異議があるときには直ちに中止しなければならない｡

�� 商法第���条 (業務執行社員)
① 定款で社員の�人または数人を業務執行社員と定めた時にはその社員が会社
の業務を執行する権利及び義務を負う｡

② 数人の業務執行社員がいる場合にはその各社員の業務執行に関する行為に対
して他の業務執行社員の異議があるときには直ちにその行為を中止し､ 業務
執行社員の過半数の決議によらなければならない｡

�� 商法第���条 (有限責任社員の出資) 有限責任社員は信用または労務を出資の
目的とすることができない｡

�� 商法第���条 (定款の絶対的記載事項) 定款には次の事項を記載し総社員の氏
名捺印または署名をしなければならない｡
� 目的
� 商号
� 社員の姓名・住民登録番号および住所

 社員の出資の目的と価額､ または評価の基準
� 本店の所在地
� 定款の作成年月日

�� 商法第���条 (定款の絶対的記載事項) 合資会社の定款には第���条に掲げる
事項のほか､ 各社員の無限責任または有限責任について記載しなければならな
い｡



して行ってもかまわない��｡

合名会社および合資会社の損益の分配についての規定は置かれておらず､

定款自治に任されている (定款に定めがない場合には民法上の組合に関す

る規定が適用される｡ 商���条))｡ 合名会社および合資会社には無限責任

社員が存在するため､ 実際には利益がないにもかかわらず分配を行うこと

も可能であるという意見もある��｡

�) 業務執行をなす者に対する監視､ 責任追及

合名会社において業務執行社員を定めた場合の非業務執行社員､ および

合資会社の有限責任社員は､ 業務執行権限がないにもかかわらずその結果

によるリスクを負担しなければならない｡ そのため､ 業務執行社員の監視

権を有する (合名会社の非業務執行社員について､ 民���条��の商���条

による準用｡ 合資会社の有限責任社員については商���条��)｡

����年商法改正により､ 業務執行社員に対する職務停止または職務代

行者選任の仮処分を求めることが明文で可能となった (従前は商���条�	

近時の韓国商法改正と新たな企業形態 (�・完)

(名城 
��) 	�－�－�

�� 孫・前掲注�､ ���頁｡ 定款で､ 出資価額に比例して利益の分配をすることを
定めている場合に分割出資がなされる場合は､ すでに履行された出資額に比例
して分配を受ける｡

�� 李哲松 『会社法講義 第��版』 博英社 (����)､ ���頁｡
�� 民法第���条 (組合員の業務､ 財産状況検査権) 各組合員は､ いつでも組合の

業務および財産状態を検査することができる｡
�� 商法第���条 (有限責任社員の監視権)
① 有限責任社員は営業年度末において営業時間内に限り会社の会計帳簿・貸借
対照表その他の書類を閲覧することができ､ 会社の業務及び財産状態を検査
することができる｡

② 重要な事由があるときには有限責任社員はいつでも裁判所の許可を得て第�
項の閲覧および検査をすることができる｡

�	 商法第���条 (業務執行社員の権限喪失宣告)
① 社員が業務を執行するにあたり顕著に不適切であるか､ 重大な義務に違反す
る行為があるときには裁判所は社員の請求により業務執行権限の喪失を宣告
することができる｡

② 前項の判決が確定したときには本店及び支店の所在地において登記しなけれ
ばならない｡



の規定のみであったが､ 商���条の���が整備された)��｡

�) 退出権の保障､ 締め出し対策

合名会社および合資会社の社員は､ そのすべての持分を他人に譲渡する

か､ または退社することで社員の資格を喪失し､ 投下資本の回収を図るこ

とができる｡

合名会社および合資会社の社員がそのすべての持分を譲渡するには､ 原

則として他の社員の同意が必要である (商���条��)｡ 他の社員の同意を得

ても､ 登記がなければ第三者に対抗することはできない (商���条	�)｡

定款に特別の定めを置いた場合を除き､ 合名会社および合資会社の社員

は
月前に予告するか､ 営業年度末に限り退社することができる｡ やむを

得ない事由が発生したときには時期を問わず退社することもできる (商

���条	�)｡

論 説
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�� 商法第���条の�(業務執行停止仮処分等の登記) 社員の業務執行を停止また
は職務代行者を選任する仮処分を受け､ またはその仮処分を変更・取り消され
た場合には本店および支店があるところの登記所においてこれを登記しなけれ
ばならない｡

�� 李・前掲注��､ ���頁は､ ����年商法改正が業務執行社員の業務執行停止等
の仮処分について､ 例えば要件を具体的に定めたわけではなく､ 不適切である
としている｡

�� 商法第���条 (持分の譲渡) 社員は他の社員の同意を得なければその持分の全
部または一部を他人に譲渡することはできない｡

	� 商法第���条 (設立の登記) 合名会社の設立登記においては次の事項を登記し
なければならない｡
� 第���条第�号ないし第�号及び第�号の事項と支店をおくときにはその
所在地｡ なお､ 会社を代表する社員を定めたときにはそれ以外の社員の住
所を除く｡

� 社員の出資の目的､ 財産出資についてはその価額と履行した部分
� 存立期間その他解散事由を定めたときにはその期間または事由
	 会社を代表する社員を定めた時にはその姓名・住所および住民登録番号
� 数人の社員が共同して会社を代表することを定めたときはその規定

	� 商法第���条 (社員の退社権)
① 定款で会社の存立期間を定めないとき､ または社員の終身まで存続すること
を定めたときには社員は営業年度末に限り退社することができる｡ ただし

月前にこれを予告しなければならない｡

② 社員にやむを得ない事由があるときはいつでも退社することができる｡



法定退社事由 (合名会社の社員､ および合資会社の無限責任社員につい

ては定款で定める事由の発生､ 総社員の同意､ 死亡､ 禁治産､ 破産､ 除名

である｡ 合資会社の有限責任社員は､ 死亡および禁治産によっては退社し

ない｡ 商���条､ ���条��､ ���条��) のうち､ 除名による場合は訴えによ

らねばならない (商���条��)｡

�－� 有限会社

�) 意義

有限会社は､ すべての社員が間接有限責任のみを負い､ かつ､ 社員数と

持分の譲渡に制限がある会社である｡

�) 構成員､ 業務執行をなす者

有限会社の構成員たる社員の資格､ 人数に制限はない｡ ����年改正前

商法においては､ 社員の総数は原則として��人以下でなければならなかっ

たが (����年改正前商法���条��)､ 新たな会社類型の創設とともに削除

近時の韓国商法改正と新たな企業形態 (�・完)

(名城 ���) 	�－�－


�� 商法第���条 (有限責任社員の死亡)
① 有限責任社員が死亡したときにはその相続人がその持分を承継し､ 社員とな
る｡

② 前項の場合に相続人が数人いるときには社員の権利を行使する者�人を定め
なければならない｡ これを定めないときには会社の通知又は催告はそのうち
の�人に対してすれば全員に対してその効力が生じる｡

�� 商法第���条 (有限責任社員の禁治産) 有限責任社員は禁治産の宣告を受けた
場合であっても退社しない｡

�� 商法第���条 (除名の宣告)
① 社員に次の事由があるときは､ 会社は他の社員の過半数の決議によりその社
員の除名の宣告を裁判所に請求することができる｡

� 出資の義務を履行しないとき
� 第�
�条第�項の規定に違反した行為があるとき
� 会社の業務執行または代表にかんして不正な行為があるとき､ 権限泣き業
務を執行し､ あるいは会社を代表したとき

� その他重要な事項があるとき
② 第���条第�項及び第��	条の規定は前項の場合に準用する｡

�� ����年改正前商法第���条 (社員総数の制限)
① 社員の総数は��人を超えることができない｡ ただし特別な事情のある場合
に裁判所の認可を得た場合にはこの限りでない｡



された｡

有限会社の意思決定は社員総会でなすことができる (商���条��)｡ 実際

の業務執行をなす取締役は�人以上置かねばならない (商���条��)｡ 設立

時取締役については定款または社員総会によって定め (商���条��)､ 会社

成立後には社員総会で選任する (商���条の準用による商���条�	)｡

論 説

��－�－ (名城 
��)��

② 前項の規定は相続または遺贈により社員の数に変動が生じた場合には適用し
ない｡

�� 商法第���条 (社員総会の招集)
① 社員総会はこの法に他の定めがない場合以外は取締役が招集する｡ ただし臨
時総会は監査役も招集することができる｡

② 社員総会を招集するときには社員総会日の�週前に各社員に書面によって通
知書を発送するか各社員の同意を得て電子文書による通知書を発送しなけれ
ばならない｡

③ 社員総会の招集に関しては第���条第�項及び第���条を準用する｡
�� 商法第���条 (取締役) 有限会社には�人または数人の取締役を置かねばなら

ない｡
�� 商法第���条 (初代取締役の選任)
① 定款で取締役の定めがないときには会社成立前に社員総会を開いてこれを選
任しなければならない｡

② 前項の社員総会は各社員が招集することができる｡
�	 商法第���条 (取締役の選任､ 会社との関係および社外取締役)
① 取締役は株主総会で選任する｡
② 会社と取締役の関係は ｢民法｣ の委任に関する規定を準用する｡
③ 社外取締役は当該会社の常務に従事しない取締役であって次の各号の一に該
当しない者をいう｡ 社外取締役が次の各号の一に該当する場合にはその職を
喪失する｡

� 会社の常務に従事する取締役執行役員および被用者または最近�年以内に
会社の常務に従事した取締役・監査役・執行役員および被用者

� 最大株主が自然人である場合本人とその配偶者および直系尊属・卑属
� 最大株主が法人である場合その法人の取締役・監査役・執行役員および被
用者

� 取締役・監査役・執行役員の配偶者および直系尊属・卑属
� 会社の親会社又は子会社の取締役・監査役・執行役員及び被用者
� 会社と取引関係等重要な利害関係がある法人の取締役・監査役・執行役員
及び被用者

� 会社の取締役・執行役員および被用者が取締役・執行役員である他の会社
の取締役・監査役・執行役員及び被用者



�) 出資・利益の分配

有限会社の社員は設立時には資本充実の責任を負い (商���条､ ���

条��)､ 会社設立後に入社する場合には出資の義務を負う｡ 社員は出資を限

度として会社に対する責任を負う (商���条��)｡

貸借対照表上の純資産額から資本金額､ 資本準備金額と利益準備金額の

合計額､ 利益準備金の額を控除した額を限度として (商���条�項による

���条�項の準用) 利益の配当がなされる｡

�) 業務執行をなす者に対する監視､ 責任追及

有限会社の社員は､ 出資の額にかかわらず決算期の計算書類等を閲覧す

ることができる (商�	
条��)｡ また､ 少数社員には会計帳簿閲覧権・業務・

近時の韓国商法改正と新たな企業形態 (�・完)

(名城 ���) ��－�－��

�� 商法第���条 (現物出資等に関する会社成立時の社員の責任)
① 第���条第�号と第�号の財産の会社設立当時の価額が定款に定める価額に
顕著に不足するときには会社設立当時の社員は会社に対してその不足額を連
帯して支払う責任を負う｡

② 前項の社員の責任は免除されない｡
商法第���条 (出資不足額に対する会社設立時の社員等の責任)
① 会社設立後に出資金額の納入または現物出資の履行が完了していないことを
発見したときには会社設立当時の社員､ 取締役と監査役は会社に対してその
納入されていない金額または履行されていない現物の価額を連帯して支払う
責任を負う｡

② 前項の社員の責任は免除されない｡
③ 第�項の取締役と監査役の責任は捜査員の同意がなければ免除されない｡

�� 商法第���条 (社員の責任) 社員の責任は本法に他の規定がないときにはその
出資金額を限度とする｡

�� 商法第�	
条の�(財務諸表等の備置・公示)
① 取締役は定期総会会日の�週間前から�年間､ 第�	
条及び第�	
条の書類

と監査報告書を本店に備置しなければならない｡
② 第���条第�項の規定は第�項の書類に関してこれを準用する｡
商法第���条 (財務諸表の備置・公示)
① 取締役は定期総会会日の�週間前から第��	条及び第��	条の�の書類と監
査報告書を本店に�年間､ その謄本を支店に�年間備置しなければならない｡

② 株主と会社債権者は営業時間内にいつでも第�項の備置書類を閲覧すること
ができ､ 会社が定める費用を支払いその書類の謄本・抄本の交付を請求する
ことができる｡



財産検査権が認められる (商���条､ ���条��)｡

有限会社の取締役は会社に対する損害賠償責任および資本充実の責任を

負い､ その追及は代表訴訟の方法による｡

�) 退出権の保障､ 締め出し対策

有限会社の社員は､ その持分を有価証券に表章させることができず (商

���条)､ 社員以外の者に対して持分を譲渡するには社員総会の特別決議

を要する (商���条)｡

�－� 株式会社

�) 意義

株式会社とは､ 資本が株式に分割され､ その株式の引受を通じて出資を

なすか､ 既に発行された株式を取得することにより株主となり､ 株主は株

式の引受価額を限度として出資義務を負う以外には会社債務に対して直接

的な責任を負わない形態の会社をいう��｡

�) 種類株式に関する����年商法改正

����年商法改正では､ 種類株式についての規定が整備され､ 迅速かつ

多様な資金調達が可能となったとされる��｡

����年改正前商法第���条は､ ｢数種の株式｣ として ｢①会社は利益・

利子の配当または残余財産の分配に関して内容の異なる数種の株式を発行

論 説
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�� 商法第���条 (社員の会計帳簿閲覧権)
① 資本金の���分の�以上に該当する持分を有する社員は会計の帳簿と書類の
閲覧または当社を請求することができる｡

② 会社は定款で各社員が第�項の請求をすることができる旨を定めることがで
きる｡ この場合第�
�条第�項の規定にかかわらず附属明細書はこれを作成
しない｡

�� 李・前掲注��､ ���頁｡
�� ����年商法改正では､ ｢起業しやすい法的環境｣ をスローガンにしていたため
である｡ クォンセフン・キムスヨン ( ) ｢企業金融法政改善方
案 ( )｣ �
��第�巻第�号 (����)､ ��頁｡

����

��������� 

	!"



することができる｡ ②第�項の場合には定款において各種の株式の内容と

数を定めなければならず､ 利益配当に関して優先的内容のある種類の株式

に対しては定款で最低配当額をさだめなければならない｡ ③会社が数種の

株式を発行するときには定款に他の定めがない場合であっても株式の種類

により新株の引き受け､ 株式の併合・分割・消却または会社の合併・分割

による株式の変動に関して特殊な定めをなすことができる｡｣ と定めてい

た｡ また､ 償還株式・転換株式・無議決権株式については､ 別に認めてい

た (商���条､ ���条��)｡ すなわち､ ����年改正前商法については基本的

近時の韓国商法改正と新たな企業形態 (�・完)

(名城 ���) ��－�－��

�� 商法第���条 (株式の償還に関する種類株式)
① 会社は定款で定めるところにより会社の利益として償却することができる種
類株式を発行することができる｡ この場合会社は定款で償還価額､ 償還期間､
償還の方法と償還する株式の数を定めなければならない｡

② 第�項の場合､ 会社は償還対象たる株式の取得日から�週前にその事実をそ
の株式の株主および株主名簿に属する権利者に通知しなければならない｡ た
だし､ 通知は公告に代えることができる｡

③ 会社は定款で定めるところにより株主が会社に対して償還を請求することが
できる種類株式を発行することができる｡ この場合会社は定款に株主が会社
に対して償還を請求することができる旨､ 償還価額､ 償還請求期間､ 償還の
方法を定めなければならない｡

④ 第�項および第�項の場合会社は株式の取得の対価として現金以外の有価証
券 (他の種類株式を除く)､ その他の財産を交付することができる｡ ただし､
この場合にはその財産の帳簿価額が第���条による配当可能利益を超過して
はならない｡

⑤ 第�項および第�項に規定する株式は種類株式 (償還と転換に関するものを
除外する) に限定して発行することができる｡
商法第���条 (株式の転換に関する種類株式)
① 会社が種類株式を発行する場合には定款で定めるところにより株主は引き受
ける株式を他の種類株式に転換することを請求することができる｡ この場合
転換の条件､ 転換の請求期間､ 転換により発行する株式の数と内容を定めな
ければならない｡

② 会社が種類株式を発行する場合には定款に認める事由が発生するとき会社が
株主の引受株式を他の種類株式に転換することを定めることができる｡ この
場合会社は転換の事由､ 転換の条件､ 転換の期間､ 転換により発行する株式
の数及び内容を定めなければならない｡

③ 第�項の場合に取締役は次の各号の事項を当該株式の株主および株主名簿に
属する権利者に通知しなければならない｡ ただし通知は公告に代えることが
できる｡

� 転換する株式
� �週以上の一定の期間内に当該株式を会社に提出しなければならない旨



に自益権について異なる定めのある株式を発行することができたのみであっ

た｡

これに対し､ ����年改正商法では商���条の小見出しを ｢種類株式｣

と改め､ ｢①会社は利益の配当､ 残余財産の分配､ 株主総会の議決権の行

使､ 償還及び転換等に関して内容の異なる種類の株式 (以下 ｢種類株式｣

とする) を発行することができる｡ ②第�項の場合には定款で各種類株式

の内容及び数を定めなければならない｡ ③会社が種類株式を発行するとき

には定款に他の定めのない場合であっても株式の種類により新株の引受､

株式の併合・分割・消却または会社の合併・分割による株式の変動に関し

て特殊な定めをなすことができる｡ ④種類株式の株主は種類株主総会の決

議に関しては第���条第�項の規定を準用する｡｣ とさだめた｡ これは種

類株式の総則にあたるとされ��､ 従来のように､ 法が個別具体的な類型を

認めるのではなく､ 会社がそれぞれに株式の内容を定めることができるも

のとされた��｡

このように､ ����年改正商法第���条第�項が ｢……償還及び転換等

に関して……｣ と定め､ 例示的に種類株式を列挙していると解するのが通

説である｡ しかし､ これに対して､ 大陸法を継受してきた伝統を簡単に転

換すべきではない点を指摘し､ ����年改正商法第���条第�項に挙げる

種類株式は限定列挙であり､ ｢……等に関して……｣ という文言は立法の

錯誤であるという主張も強くなされている�	｡

この立場からは､ ���
年及び����年に商法改正案が公表された際に導

入が検討された種類株式のうち､ ｢株式の譲渡に関する種類株式(����年

論 説


�－�－ (名城 ���)��

� その期間内に株券を提出しないときには株券が無効となる旨
④ 第���条第�項による種類株式の数のうち､ 新たに発行する株式の数は転換
請求期間または転換の期間内はその発行を留保しなければならない｡

�� 法務部 ｢商法一部改正法律案説明資料｣ (����)､ ��頁｡
�� シムヨン ( ) ｢改正商法上種類株式に対する考察 (

)｣ 一甲法学第��号 (����)､ ���頁｡
�	 イ・スンファン ( ) ｢種類株式の活用法案に関する考察 (

)｣ 法学研究第��巻第�号 (����)､ ��～��頁｡
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商法改正案第���条の���)｣､ ｢拒否権に関する種類株式(����年商法改正

案第���条の���)｣､ また ｢役員の任命権に関する種類株式(����年商法改

正案第 ���条の ���)｣ は ����年改正では導入されなかったのであり､

����年改正で列挙された種類株式は ｢利益の配当､ 残余財産の分配､ 株

主総会の議決権の行使､ 償還及び転換等｣ に限定されるとしている��｡ 確

近時の韓国商法改正と新たな企業形態 (�・完)
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�� ���	年改正商法案第���条の�(株式の譲渡に関する種類株式)
① 会社が発効する株式一部の譲渡に関して取締役会の承認が必要な種類株式を
発行する場合には定款で株式譲渡に関して取締役会の承認が必要である旨､
一定の場合会社が第���条の�第�項または第���条の
第�項の承認をし
たものとみなす場合にはその旨､ および一定の場合の内容､ 一定の期間が経
過した後取締役の承認が必要ないことを定めた場合にはその旨をさだめなけ
ればならない｡

② 会社が発行する株式一部の譲渡に関して取締役会の承認が必要な種類株式を
発行する場合には第���条の�から第���条の
までの規定を準用する｡

�� ����年改正商法案第���条の�(特定の事項の拒否権に関する種類株式)
① 会社が特定の事項に関して株主総会の決議以外に特定の種類の株主総会の決
議を必要とする種類の株式を発行する場合には定款に当該種類株主総会の決
議を必要とする事項と決議の要件を定めなければならない｡

② 第�項に規定する種類株式の発行は原始定款または総株主の同意により変更
された定款によらなければならない｡

�� ����年改正商法案第���条の�(役員任命権に関する種類株式)
① 会社が特定の種類株式の株主総会で取締役または監査役を選任する権限を有
する種類の株式を発行する場合には特定の種類株主総会において選任する取
締役または監査役の数､ 取締役または監査役の全部または一部を他の種類株
式の株主と共同で選任するときにはその他の種類株式及び共同で選任する取
締役または監査役の数､ 上の事項を変更する条件がある場合にはその条件お
よびその条件が喪失した場合に選任する取締役または監査役の数と他の種類
株式の株主との共同選任に関する事項等をさだめなければならない｡ 取締役
または監査役の解任に関しても同様とする｡

② 第�項に規定する種類株式の発行は原始定款または総株主の同意によって変
更された定款によらなければならない｡

③ 取締役または監査役の任期満了前に､ これを選任する種類株主の株主総会に
おいて議決権を行使する者が無くなった場合にはその取締役または監査役の
解任は株主総会の解任決議による｡

④ 法令又は定款において規定された取締役または監査役の員数を欠いた場合に
これを選任した種類株式の株主総会において議決権を行使する者が無くなっ
た場合には第�項の種類株式に関する定款の規定を廃止したものとみなす｡

⑤ 会社が定款の変更により第�項の種類株式に関する規定を廃止した場合には
その取締役または監査役の任期はその定款変更の効力が発生したときに満了
したものとみなす｡

�� クォン・ジェヨル ( ) ｢改正商法上株式関連制度の改善内容と今後の課題���



かに､ 第���条の規定を置いたうえで各種類株式についての手続き規定を

置く韓国商法の規定ぶりを考えると､ 通説のいうような､ 定款自治に任せ

た自由な株式設計が可能となったというよりは､ 法の定めるように､ 自益

権および議決権に関する種類の株式を発行することのみが可能となったと

みる方が自然である｡

� 終わりに

韓国においては､ ����年商法改正前であっても株式会社以外に合名会

社・合資会社・有限会社の会社形態が認められていたが､ いわゆる中小企

業であっても圧倒的に株式会社の形態をとる場合が圧倒的に多い��｡

����年改正前商法���条は､ 会社の意義を ｢本法において会社とは商

行為その他営利を目的として設立された社団をいう｣ としていた｡ ����

年改正により､ 同条は ｢この法において ｢会社｣ とは商行為かその他営利

を目的として設立された法人をいう｣ と改められた｡ 韓国において一人株

式会社が認められたのは����年改正であり､ 株式会社については既に社

団性を強調する必要がなかったのであろうか｡

論 説

��－�－ (名城 ���)��

( )｣ ソンジン商事法研究	�
号 (����)､ �頁｡

�� 中小企業庁 ｢����年度中小企業に関する年次報告書｣ ��頁｡ 韓国の会社数の


��％を占める中小企業のうち､ �	��
％が株式会社である｡
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